
建設工事における労働災害防止対策
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新潟労働局労働基準部健康安全課
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建設業

製造業

昭和 平成

死亡災害報告より作成
※平成23年は東日本大震災を直接の原因
とする死亡者を除いた数

昭和４３年から令和２年（５０年間）の減少幅

【全産業】 【建設業】 【製造業】
１／７ １／９ １／９

令和

死亡災害発生状況の推移
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昭和

平成23年までは労災保険給付データ及び労働
者死傷病報告（労災非適）より作成
平成24年以降は労働者死傷病報告より作成

※１ 休業4日以上の死傷者数
※２ 平成23年は東日本大震災を直接の原因

とする死傷者を除いた数

死傷災害（休業4日以上）も着実に減少

死傷災害発生状況の推移
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H31/R1 R2 H31/R1 R2

その他

製造業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

死亡災害 休業４日以上の死傷災害

802人

978人 131,156 人

120,460人

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

令和２年 業種別労働災害発生状況（確定値）

※ 令和２年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和３年４月７日までに報告があったものを集計したもの

H２９ H２９

845人

▲43人(▲5.1％)
＋5,545人(＋4.4％)

林業
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転倒 30,929 
(24%)

墜落・転落

20,977 (16%)

動作の反動、

無理な動作

19,121 (15%)

はさまれ・巻

き込まれ

13,602 (10%)

切れ・こすれ

7,592 (6%)

交通事故（道路）

6,863 (5%)

その他

32,072 (24%)

令和２年 事故の型別労働災害発生状況（確定値）

休業４日以上の死傷災害死亡災害

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

802人（前年比▲5.1%）

墜落、転落

191 (24%)

交通事故

（道路）

164 (20%)

はさまれ、

巻き込まれ

126 (16%)

激突され

54 (7%)

崩壊・倒壊

48 (6%)

飛来・落下 42
(5%)

その他

177 (22%)

131,156人（前年比＋ 4.4%）
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建設業における労働災害の発生状況

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30/R1

死亡災害 430 371 365 342 367 342 377 327 294 323 309 269

墜落・転落災害 172 147 159 154 157 160 148 128 134 135 136 110

建設業における死亡災害数、そのうち墜落・転落災害による死亡災害数 （資料出所：死亡災害報告(厚生労働省））

死亡災害の業種別内訳（令和２年）

建設業における墜落・転落災害防止については、災害防止計画（注1）の最重点対策として、取り組んでいる。

（注１）労働安全衛生法に基づく「第13次労働災害防止計画」（平成30年度～令和4年度）において、計画の重点事項の一丁目一番地に「建設業における
墜落・転落災害等の防止」を位置づけ、死亡者数を平成29年と比較して、令和4年までに15％以上減少させることを目標としている。

建設業の死亡災害の事故の型別内訳（令和２年）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30/R1

死傷災害 17,073 17,189 17,184 15,584 15,058 15,129 15,374 15,183

墜落・転落災害 5,892 5,983 5,941 5,377 5,184 5,163 5,154 5,171

建設業における死傷災害数、そのうち墜落・転落災害による死傷災害数 （資料出所：労働者死傷病報告 (厚生労働省））

R2 前年比較 Ｈ29年比較

14,977 ▲206人
1.4％減少

▲152人
1.0％減少

4,756 ▲415人
8.0％減少

▲407人
7.9％減少

R2 前年比較 Ｈ29年比較

258 ▲11人
4.1％減少

▲65人
20.1％減少

95 ▲15人
13.6％減少

▲40人
29.6％減少
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令和２年一人親方等の死亡災害発生状況概要

6

＊厚生労働省調べ（都道府県労働局・労働基準監督署が把握したものを集計）

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（34名）、役員（5名）、家族従事者（1名）である。

＊死亡者数。( )内は平成31年・令和元年数値。

※表２の「墜落・転落」の起因物は、主なものを抜粋。

一人親方とは、労働者を使用しないで土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復、修理、変更、破壊もしく

は、解体またはその準備の事業（大工、左官、とび職人など）等の事業を行うことを常態とする方であり、一人親方等とは、こ
れに加えて中小事業主、役員、家族従事者を含みます。
このため、一人親方等は労働者ではありませんので、労働災害統計の「死亡災害発生状況」には含まれません。

（1－11関係）

表１．工事の種類別 災害発生状況
一人親方等

一人親方
8 (14) 2  (7)

建築工事 65 (56) 42 (38)
14 (8) 9 (6)

23 (24) 16 (19)
28 (24) 17 (13)
16 (15) 11  (14)

8 (7) 2  (1)
97 (92) 57 (60)

その他の建設工事

土木工事

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

木造家屋建築工事
その他の建築工事

分類不能・不明
総計

表２．事故の型別／起因物別 災害発生状況
一人親方等

一人親方
墜落、転落 63 (58) 44 (40)

20 (21) 15 (14)
13 (15) 10 (11)

9 (3) 5 (2)
8 (7) 5 (6)
4 (0) 4 (0)
2 (3) 1 (3)
5 (6) 1 (5)
5 (6) 3 (5)
4 (4) 1 (1)
3 (3) 0 (1)

17(15) 8 (9)
97 (92) 57 (60)

その他
合計

はさまれ、巻き込まれ
高温・低温の物との接触
崩壊、倒壊
飛来、落下

掘削用機械
開口部
建築物、構築物等
はしご等
足場
屋根、はり、もや、けた、合掌



（労働災害の発生状況）
死亡災害：978人、前年同期比5.4％増（平成29年確定値）
死傷災害：120,460人、同2.2%増（平成29年確定値）

（第13次労働災害防止計画の目標）
○ 全体目標

死亡災害：15％以上減少
死傷災害：５％以上減少

○ 業種別目標
建設業、製造業、林業：死亡災害を15％以上減少
陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店：
死傷災害を死傷年千人率で５％以上減少

○ その他の目標（括弧内に現状を記載）
・仕事上の不安・悩み・ストレスについて、職場に事業場外資源
を含めた相談先がある労働者の割合を90％以上（71.2％：
2016年）

・メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上
（56.6％： 2016年）

・ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業
場の割合を60％以上（37.1％： 2016年）

・化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）によ
る分類の結果、危険有害性を有するとされる全ての化学物質に
ついて、ラベル表示と安全データシート（SDS）の交付を行っ
ている化学物質譲渡・提供者の割合を80％以上（ラベル表示
60.0％、SDS交付51.6％： 2016年）

・第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を
2017年と比較して2022年までに死傷年千人率で５％以上減少

・職場での熱中症による死亡者数を2013年から2017年までの５
年間と比較して、2018年から2022年までの５年間で５％以上
減少

第13次労働災害防止計画について

安全衛生を取り巻く状況と計画の目標 第13次労働災害防止計画の重点事項ごとの具体的取組

○ 死亡災害の撲滅を目指した対策の推進
・建設業における墜落・転落災害等の防止
・製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止
・林業における伐木等作業の安全対策

○ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進
・労働者の健康確保対策の強化
・過重労働による健康障害防止対策の推進
・職場におけるメンタルヘルス対策等の推進

○ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進
・災害の件数が増加傾向にある又は減少がみられない業種等への対応
・高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者である

労働者の労働災害の防止

○ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進
・企業における健康確保対策の推進、企業と医療機関の連携の促進
・疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり

○ 化学物質等による健康障害防止対策の推進
・化学物質による健康障害防止対策
・石綿による健康障害防止対策
・電離放射線による健康障害防止対策

○ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化
・企業のマネジメントへの安全衛生の取込み
・労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
・企業単位での安全衛生管理体制の推進

○ 安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進
・安全衛生専門人材の育成
・労働安全・労働衛生コンサルタント等の事業場外の専門人材の活用

○ 国民全体の安全・健康意識の高揚等
・高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施
・科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進 7
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１．目的
○ 労働災害防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健康を確保すること
を目的とする。

２．事業者、労働者の責務
○ 最低基準の遵守のみならず、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康
を確保することを事業者の責務として規定。
○ 労働災害防止のための必要な事項を守ること等を労働者の責務として規定。

○ 建設工事の請負契約の注文者等が、施行方法、工期等について、安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのあ
る条件を附さないように配慮することを規定。

３．労働災害防止計画
○ 厚生労働大臣は、労働政策審議会の意見を聴いて、労働災害防止のための主要な対策に関する事項等を定めた計
画を策定しなければならない。

４．安全衛生管理体制
○ 安全衛生管理のため、総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任や安全委員会・衛生委員
会等の設置を義務付け。

５．事業者等の講ずべき措置
○ 労働災害を防止するために事業者が講ずべき具体的措置（※）として、以下を規定。
・ 危険防止措置や健康障害防止措置
・ 健康保持増進措置
・ リスクアセスメント（危険性・有害性等の調査等） 等

○ 元方事業者等による関係請負人の労働者の労働災害防止のための措置
○ 危険な機械等や危険・有害な化学物質に関する規制

６．その他
○ 労働基準監督官等による監督等

※ 詳細な内容については、法律に基づき、労働安全衛生規則等において網羅
的に規定。

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）の概要
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元請・下請事業者の労働者の混在作業による労働災害を防止するための連絡調整、指導、設備・機械等の安全確保元請事業者
施工方法、工期等について、労働安全衛生を損なうおそれのある条件を附さないよう配慮等発注者

有
資
格
者
・
作
業
主
任
者※

１

の
配
置
（
就
業
制
限
等
）

特
別
教
育※

２
等
安
全
教
育

高所作業の安全対策

工事用仮設物の安全対策

工
事
の
計
画
の
届
出

事業者
（下請事業者）

労
働
安
全
衛
生
法 労働基準監督官等による監督等国

建設機械等の安全対策

掘削作業等の安全対策

• 墜落・転落災害防止対策 墜落転落災害防止対策の充実強化、フルハーネス型等、適切な墜落制止用器具の使用の徹底

• オリパラ施設工事における対策 安全衛生対策協議会を通じた労働災害防止対策の徹底

• 解体工事対策 解体工事の安全対策、アスベスト暴露防止対策

• 建設職人基本法に基づく対策 一人親方等に対する安全衛生教育の実施、中小建設業者の安全衛生管理能力の向上支援等

労働安全衛生法での建設業の安全対策

※１ 移動式クレーン運転士免許、足場の組立等作業主任者 等
※２ ずい道等の掘削、覆工等の業務に係る特別教育 等第１３次労働災害防止計画※3での重点対策

※３ 労働安全衛生法第６条に基づき、厚生労働大臣が定める５カ年計画。第13次の計画は平成30年度から平成34年度まで

建設業における安全対策の概要
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請負契約

建設業に係る安衛法令の体系（参考）

元方事業者

発注者

○関係請負人が労働安全衛生法令に違反しないよう指導（法第29条）
○重層下請による労働者の混在作業によって生ずる労働災害防止のため、

• 協議組織の設置・運営、作業間の連絡・調整、作業場所の巡視
• 関係請負人が行う安全衛生教育に対する指導・援助等の実施（法第30条）

○（請負人の労働者に使用させる場合の）足場、クレーン等の安全確保（法第31条）

①施工方法、工期等について、労働安全衛生を損なうおそれのある条件を附さないよう配
慮（法第３条第３項）
②一の場所で、二以上の元請事業者に請け負わせている（分割発注）場合、元請事業
者のうちから、統括安全衛生管理を講ずべき者を指名（法第３０条第２項）

発注者の義務

元方事業者等の義務

労働者

○機械等の安全対策（クレーン、玉掛け、車両系建設機械、車両系荷役運搬機械 など）
○足場、通路、作業構台などの安全対策（墜落・転落防止対策など）
○危険物・有害物による危険・健康障害防止対策（化学物質の管理、ばく露防止など）
○リスクアセスメントの実施
○労働者への安全衛生教育（雇入れ時教育、特別教育など）
○健康診断の実施（一般健康診断、特殊健康診断）など

一人親方１次下請
け業者労働者を雇う事業者の義務

2次下請
業者

発
注
契
約

請
負
契
約

建設現場では、関係請負人が輻輳して作業を行うという特殊性から、発注・請負関係に基づき、
発注者や元方事業者にも危険を防止するための措置として、受注者に対する配慮、関係請負
人に対する指導、協議組織の設置などを義務付けている。

労働者

関係請負人
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１ 足場等からの墜落・転落防止対策
２ はしご等からの墜落・転落防止対策
３ 墜落制止用器具の適切な使用
４ 建設工事の現場等における荷役災害防止対策

５ 転倒災害の防止
６ 交通労働災害防止対策

７ 建設工事の現場等で交通誘導等に従事する
労働者の安全確保
８ 専門工事業者等の安全衛生活動支援事業
９ 高年齢労働者等の労働災害の防止
10 外国人労働者に対する労働災害防止対策
11 一人親方等の安全衛生対策
12 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に
係る建設工事の安全衛生対策

13 自然災害の復旧・復興工事における労働災
害防止対策

14 伐木等作業の安全対策
15 建設工事関係者連絡会議の運営等
16 建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

令和３年度 建設業における安全衛生対策 【概要】

１．安全対策

12

１ 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活
用
２ 建設業における安全衛生教育の推進
３ 各種ガイドライン等に基づく安全衛生対策の推
進

３．共通的な対策等

（関連通達）
「令和３年度における建設業の安全衛生対策の推
進について（要請）」（R3.3.30付け 基安安発0330第５
号、基安労発0330第１号、基安化発0330第１号）

１ 職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策
２ 熱中症対策
３ じん肺予防対策
４ 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進
５ 剥離剤による健康障害防止対策
６ 化学物質による健康障害防止対策
７ 石綿健康障害予防対策

２．労働衛生対策・化学物質対策

⇒下線部の項目について、追加資料あり



・ 建設業では依然として墜落・転落災害が多発しており、災害による死亡者の約4
割、死傷者の約3割を占めている。
・ 特に足場からの墜落・転落災害を防止するためには、労働安全衛生法令の遵守
と併せて、墜落防止効果の高い手すり先行工法などの「より安全な措置」等（※）
を一層普及していく必要がある。
・ 現在、厚生労働省では、「建設業における墜落・転落防止対策の充実強化に関す
る実務者会合」を開催し、墜落・転落災害防止に係る実効性のある対策の検討を
行っており、今後、検討結果等を踏まえ、墜落・転落災害防止に係る実効性のあ
る対策について普及を図る必要がある。
・ 「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」に基づき、平成
29年に閣議決定された「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的
な計画」においても、災害の撲滅に向けて、一層、実効性のある対策を講ずること
とされており、同計画においても対応を求められている。

（※）「より安全な措置」等は「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」（安全衛生部
長通達）で示している措置

②研修会の開催
（全国47カ所、WEB）

•手すり先行工法等の「より安
全な措置」

•足場の組立図の作成
•足場点検の手法等を周知し、
普及させるための研修会を
開催。

•説明資料の周知

①現場の診断・支援
（全国400現場）

•建設現場を訪問し、設置され
ている足場の安全措置につい
て診断。

•診断結果に基づき手すり先行
工法等の「より安全な措置」等
について技術的な助言・指導。

•説明資料の周知の周知

（事業概要）

安全な足場の普及により、足場からの墜落・転落災害が減少

手すり先行工法とは、足場の組立時

に作業床に乗る前に適切な手すりを

先に設置し、かつ、解体作業時にも

作業床を取り外すまで手すりを残し

ておく工法。

（参考）手すり先行工法とは

墜落・転落災害等防止対策推進事業 （※）平成23年度から実施

③説明資料の作成（25万部）

建設業における死亡災害数及び墜落・転落災害の内数

建設業の死亡災害のうち、
墜落・転落災害は4割弱
（37％）を占めている。

令和２年の建設業における事故の型別内訳（死亡）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H30/

R1 R2

430 371 365 342 367 342 377 327 294 323 309 269 258

墜落・転落災害 172 147 159 154 157 160 148 128 134 135 136 110 95

死亡災害

（1－1関係）
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•建設関係者から、はしご等からの墜落・転落災害が多発しているという声あり

「墜落・転落」×「はしご等」災害に対する対策（建設業）

墜落、転落
32%

はさまれ、巻き込まれ
11%転倒

11%

その他
46%

事故の型（建設業）

⇒墜落、転落災害のうち、「はしご等」の災害に対する対策が必要！！

①「はしごや脚立からの墜落・転落災害をなくしましょう」のリーフレット（H29.3)を活用し、はしご等からの
墜落・転落災害を発生させた事業者に対する再発防止対策の構築を指導
②リーフレット（チェックリスト形式）（R3.3）を活用した自主点検の促進

（参考）本省：令和３年度行政要請研究「低所（２ｍ未満）からの墜落による頭部等への衝撃に関する研究」
を実施

→結果がとりまとまり次第、対策等を検討する予定

はしご等
30%

足場
14%

屋根、はり、もや、け

た、合掌12%

トラック
10%

建築物、構築物
6%

その他
28%

起因物

（建設業×墜落転落×はしご等）

《労働災害統計（令和元年確定値）》

14

（1－2関係）

•建設業の休業４日以上の労働災害のうち、「墜落・転落災害」が全体の３割を超え、そ
のうち「はしご等」とする災害は、３割程度となり、「足場」の２倍程度である。

建設業休業４日以上の労働災害「墜落転落」×「はしご等」

•災害が発生すると骨折等の重傷を負い、療養期間も長期化しやすい
•負傷箇所が「頭蓋部」「頚部」で死亡災害が発生しやすい。

災害が発生すると療養は長期化、負傷箇所によっては死亡災害につながる

•平成29年時点においても業種全体として、対策の必要な分野として、対策を求めてき
たが、はしご等からの墜落転落災害の減少傾向は見られていない。 （平成23～
27年（平均）23％、令和元年23％）

業種全体における「墜落転落」×「はしご等」

「はしご等」からの墜落転落が多いという現場の感覚
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「墜落・転落」×「はしご等」災害に対する対策（建設業）
（1－2関係）



中小企業等において、 「フルハーネス型」への更新が経過措置期間中に的確に行わ

れるようにするため費用の一部を補助（今年度まで）。

（対象年度）

・平成31/令和元年度

・令和２年度

・令和３年度

墜落制止用器具「フルハーネス型」の使用の義務付けと関連の支援策

・墜落制止用器具は「フルハーネス型」の使用を原則とする政省令改正を実施。

（平成30年6月19日公布、平成31年２月１日施行）

・従来の構造規格に基づく安全帯を使用できるのは2022(令和4)年1月1日まで。

・一定の条件下で「フルハーネス型」を用いて行う作業、を行う労働者について、特別

教育（学科4.5時間、実技1.5時間）の受講を義務付け。

法令改正概要

支援策

交付実績 1,555件（2億3,759万円）
交付実績 5,446件（6億7,316万円）
申請件数 4,207件（4億2,444万円）
※ 今年度の申請〆切済み 16

（1－3関係）
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「転倒」災害に対する対策①

（1－5関係）
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「転倒」災害に対する対策②

（1－5関係）



雪による災害防止
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具体的な転倒防止対策とりましょう
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「エイジフレンドリー補助金」のご案内

補助金申請期間 令和３年６月1１日～令和３年1０月末日

エイジフレンドリー補助金は、高年齢労働者のための職場環境の改善に要した費用の一部
を補助します。

次の（１）～（３）すべてに該当する事業者が対象です。
（１）高年齢労働者（60歳以上）を常時１名以上雇用している
（２）次のいずれかに該当する中小企業事業者

※労働者数若しくは資本金等のどちらか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります

（３）労働保険に加入している

業種 常時使用す
る労働者数

資本金又は
出資の総額

小売業
小売業、飲食店、持ち帰り配達飲食
サービス業

50人以下
5,000万円
以下

サービ
ス業

医療・福祉、宿泊業、娯楽業、教
育・学習支援業、情報サービス業、
物品賃貸業、学術研究・専門・技術
サービス業など

100人以下
5,000万円
以下

卸売業 卸売業 100人以下 １億円以下

その他
の業種

製造業、建設業、運輸業、農業、林
業、漁業、金融業、保険業など

300人以下 ３億円以下

補助対象：
高年齢労働者のための職場環境改善に要し
た経費

補助率： １／２
上限額： １００万円（消費税を含む）

※この補助金は、事業場規模、高年齢労働
者の雇用状況等を審査の上、交付決定を行
います（全ての申請者に交付されるもので
はありません）

対象となる事業者 補助金額
令和４年度も概算要求に計上

階段には手すりを設け、可能
な限り通路の段差を解消する

涼しい休憩場所を整備し、
通気性の良い服装を準備する

解消できない危険箇所
に標識等で注意喚起

例えば戸口に段差がある時

不自然な作業姿勢をなくすよう作業台の高さや
作業対象物の配置を改善する

22

（1－9関係）



外国人労働者が安全で安心して働く職場環境の整備が喫緊の課題
→ 外国人労働者に対して適切な安全衛生教育等が実施できるよう事業者に対する指導・支援が必要

※令和元（平成３１）年度実施外国人労働者向け安全衛生教育用教材の作成

リーフレット・視聴覚教材等の作成（建設業）
特定技能外国人労働者の受入れ11業務に関連する主な作業（約50作業）について、日本語のほか10言語でリーフレット・視聴覚教材を作
成。
※ 建設業では、①型枠施工業務、②左官業務及び内装仕上げ業務、③コンクリート圧送業務、④トンネル推進工業務、建設機械施工業務及び土工
業務、⑤屋根ふき業務、⑥電気通信業務、⑦鉄筋施工業務及び鉄筋継手業務の7業務で教材を作成。
各業務ごとにそれぞれの業務で実施される作業のテキスト（5作業程度）と共通テキスト（建設現場一般、メンタルヘルス対策、熱中症対策、電離放
射線障害防止対策）を作成。

【言語】10言語
（英語、中国語、ベトナム語、タガログ語、カンボジア語、インドネシア語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語及びモンゴル語）

・建設業に従事する外国人労働者向け教材（厚生労働省ＨＰ）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10973.html#JAPANISE

建設業における外国人労働者の安全衛生対策の確保

○2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた競技施設の建設や、首都圏を中心としたインフラ整備、再開発等の建設投資
が増大。
○一方、新卒者は建設業にそれほど入職せず、若年労働者は減り続けている。
○この不足を補うために「外国人建設就労者」の就労が進んでいる。
○これに伴い、労働者死傷病報告で把握できた外国人労働者の労働災害は増加傾向。
○平成31年４月に、新たな在留資格（特定技能）が創設され、建設業を含む14分野（※）で外国人材の受入れが始まり、一層、外国人労働者の労
働災害防止対策の推進が必要。
（※）介護業、ビルクリーニング業、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設業、造船・舶用工業、自動車整備業、航空業、宿泊業、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業
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（1－10関係）



○「建設業の一人親方に対する安全衛生教育支援事業」（委託事業）の実施（平成30年度～）
・一人親方に対する安全衛生教育（研修会）の実施（平成30年度～）
令和２年度実績：全国で開催21回、受講者数736人
令和３年度（予定）：受講者数630人程度

・ 現場への巡回指導（令和元年度～）
令和２年度実績：2,066現場
令和３度（予定）：年間2,400人日（指導員の活動）

※上記に併せて、①一人親方に対する安全衛生教育用テキストの作成、②一人親方向けに、安全衛生対策のポイントをまとめた
パンフレット（１０万部）の作成・配布

・ 一人親方に多い作業内容での安全のポイント
・ 一人親方が発生させる可能性が高い災害事例などを掲載

≪一人親方等の死亡災害発生状況≫ ≪安全衛生教育用テキスト≫

24

64

81 75

103
96

92377

327
294

323 309 269

0

100

200

300

400

500

0

20

40

60

80

100

120

H26 H27 H28 H29 H30 R1

一人親方等

労働者

(人) (人)

一人親方に対する安全衛生に関する知識習得等の支援について （1－11関係）
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事業者 安全では

現場に応じたRAの取り組みにより、発注者、関係事業者と協力
して危険の芽を摘む。

① 墜落・転落防止（安全な作業床・通路・昇降設備）

② 転倒災害防止（冬期間の転倒災害）

③ 重機等（特に移動式クレーン）の接触防止、用途外の
使用禁止

④ 土砂災害防止（地質調査、掘削勾配遵守、土止めの設
置、地山の点検、作業主任者の職務）、雪崩などの災
害防止（冬期間中止していた工事の再開については、
要検討する）



事業者 安全では

④ 熱中症の予防（塩分補給、休息時間の増加、快適な休息場所
の設置など）

⑤ 交通労働災害防止（現場への行き帰りの交通）

（携帯電話、飲酒運転、降雨・雪道の凍結時おけるスリップなど）

⑥ かくし労災の防止（嘘偽の報告の提出も含む）

⑦ 年末年始などにおける作業、工期に間に合わせるなどの非定
常の増加等の災害防止

⑧ 作業手順の励行、厳守事項・禁止事項の周知（職務権限・職務
分担を含め周知）



衛生では

危険・有害物質の把握（塗料などの有害物、密閉された箇所での酸素欠乏、
一酸化炭素中毒など）化学物質のリスクアセスメントが義務化（640物質）
健康保持増進（健康診断事後措置）有所見者について医師の指導、医師の就
業区分による措置

過重労働やメンタルヘルス防止対策（平成27年12月からストレスチェックの実
施が義務化（50人以上を使用する事業場））
ひとりあたりの業務量が増加し、成果主義ばかりが重くのしかかる。パワハラ
やセクハラなども要因がある。→（脳心疾患等、精神疾患等の労災申請の増
加）

ストレスの低減→仕事と生活の調和、仕事と家庭、個人の趣味などの時間をバランス
よくとることで、精神的なゆとりを生じさせる。

働くことに生きがいを感じ、同僚等と成果を分かち合える職
場とは、どのようなものか。事業場も労働者も真剣に考えよ
う。健康でなければ何もできない。



事業場内部の職場環境の充実

何でも話し合える明るい職場環境をつくる

「コミニュケーションを大切に！」

「安全」で「健康」で「快適」な職場を

トップ（事業主）が決意

報告・連絡・相談



新潟労働局労働基準部健康安全課

ご安全に！
新潟労働局のホームページ

職場の安全サイトのホームページも参考に

健康安全課直通電話 025-288-3505
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